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中東情勢の影響に関する長野県の対応について

事業者
支援

▸ 中小企業制度融資による支援 ▸ 特別高圧を受電する中小企業等への支援 ▸ 県相談窓口の設置
▸ 専門家派遣による経営課題解決支援 ▸ 価格転嫁の促進 ▸ 官公需における適切な価格転嫁 等

生活者
支援

▸ ＬＰガス料金の負担軽減 ▸ 生活就労支援センター「まいさぽ」での生活必需品支援
▸ フードバンクを通じた子育て世帯等への食料品等緊急支援 ▸ 省エネ家電等切換え支援 等

供給安定化への対応 国の供給調整機能の徹底活用と、人命･社会機能の維持 ～つなぐ～

価格高騰への対応 価格高騰下における県民生活、事業継続への支援 ～支える～

長野県

中東情勢の緊迫化に伴い石油及び関連製品の供給不安や価格への影響が顕在化する中、県民生活と
県内産業への影響最小化に向けて、長野県総合経済対策の着実な実行と、供給安定化や価格高騰への
対応、構造転換の促進に取り組みます。
【推進体制】中東情勢に関する対応チーム（産業政策監、各部次長）

▸ 国の対応状況等に関する丁寧な情報発信と、国相談窓口（供給調整機能）の活用促進

▸ 需給状況のモニタリングと県内への影響分析、国へのフィードバック（業界団体や事業者へのﾋｱﾘﾝｸﾞ、ｱﾝｹｰﾄ調査）

▸ 石油関連製品等の供給ひっ迫時を想定した対応等の検討（医療・福祉、交通・物流等のエッセンシャル分野を優先）

構造転換の促進 価格高騰、供給リスクに強い構造への転換を促進 ～変える～

▸ 事業者のエネルギーコスト削減のための設備導入支援 ▸ 交通ＧＸの加速化 ▸ 事業者のＤＸ支援
▸ 地域未利用資源の飼料活用促進 ▸ 緑肥作物の導入支援 等

下線：６月以降の主な拡充事業等■対応の方向性 ※本内容は現時点における考え方及び取組例を示したものであり、６月補正予算の編成と
一体的に検討を進めます。

【参考】中東情勢に関する国への要望事項（5/27経済産業省）
①石油及び石油関連製品の供給・流通の安定化等 ②資材等の価格高騰への対応 ③エネルギー調達構造の転換等
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中東情勢等を踏まえた県内事業者への影響に関するアンケート（速報）概要

○調査概要

■調査期間：2026年5月13日～28日 ■ 調査対象：「国際経済情勢に係る長野県連絡協議会」構成員の会員企業、団体等

■調査票発送数：31,131件（重複あり）  ■回答数：3,023件(製造業471 非製造業2,552) ■回答方法：オンライン

全 業 種（3,023）

大きく影響を受けている 少し影響を受けている 現在、今後ともに影響は受けない今後影響を受ける可能性がある 現時点では分からない

製 造 業（471） 非 製 造 業（2,552）

中東情勢悪化による事業活動への影響（企業形態別）

○ 全業種では「大きく・少し影響を受けている（69.3%）」、「今後影響を受ける可能性がある（18.3%）」の回答が合わせて
87.6%となり、中東情勢の悪化は、多くの事業者に影響を与えている

○ 製造業では「大いに・少し影響を受けている（83.6%）」、「今後影響を受ける可能性がある（13.4%）」の回答が合わせて
97.1％となり、影響が顕在化している

○ 非製造業は「現時点分からない」が12.2%あり、影響を見極めきれない企業がある

68.3% 80.5% 66.1%
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主な業種区分ごとの影響

○ 「影響有」との回答が製造業では多くの業種で７割超、非製造業でも「建設」「飲食」などで高水準となるなど、幅広い業種
で影響が顕在化している

○ 「少し影響を受けている」との回答が比較的多い業種も一定程度見られる一方、影響の出方は業種ごとにばらつきがある
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業種 影響有
今後

可能性有大 小

石油･
ﾌﾟﾗ･ｺﾞﾑ

95.2% 42.9% 52.4% 4.8%

食品･
飲料

88.0% 50.0% 38.0% 10.2%

精密 84.8% 39.4% 45.5% 15.2%

金属 82.7% 30.9% 51.8% 15.5%

化学･
医薬品

80.0% 40.0% 40.0% 10.0%

鉄鋼･
非鉄金属

72.2% 33.3% 38.9% 16.7%

電気 69.8% 16.3% 53.5% 25.6%

業種 影響有
今後

可能性有大 小

建設業
（建築）

89.0% 55.9% 33.1% 5.5%

飲食 79.2% 25.0% 54.2% 16.7%

建設業
（土木）

78.1% 32.1% 46.0% 13.9%

卸売･小売 76.2% 40.0% 36.2% 16.9%

農業･林業 74.5% 37.6% 36.9% 16.3%

運輸･物流 68.1% 21.7% 46.6% 20.3%

観光･宿泊 67.9% 28.3% 39.6% 18.9%

医療･介護
･福祉

67.0% 22.3% 44.7% 20.0%

教育 42.3% 8.2% 34.0% 20.6%

製造業 非製造業



支援策等 製造業 非製造業

行政や関係団体に求める支援策等（複数回答）

218

340

337

109

120

99

182

54

41
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23

①燃料油の安定供給

②石油製品の安定供給

③資材等の安定供給

④省エネ化・エネルギーコスト削減

支援

⑤資金繰り支援

⑥生産性向上支援

⑦価格転嫁支援

⑧相談体制強化、情報提供の迅速

化・充実化

⑨現時点では分からない

⑩特に必要ない

⑪その他

1457

1576

1309

527

553

444

636

264

375

30

98

○ 製造業、非製造業とも、事業者単独では解決困難な課題である燃料油･石油製品･資材等の安定供給を求める声が多い

○ 短期的な対応（価格転嫁、資金繰り)と、中長期的な対応（省エネ、生産性向上）の両面において、支援ニーズがみられ、
幅広い対応が求められている
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① 燃料油の安定供給

② 石油製品の安定供給

③ 資材等の安定供給

省エネ化・エネルギー
コスト削減支援

⑤ 資金繰り支援

⑥ 生産性向上支援

⑪ その他

⑦ 価格転嫁支援

相談体制強化・情報提供の
迅速化・充実化

⑨ 現時点では分からない

⑩ 特に必要ない

④

⑧



【参考】県内業界団体・事業者へのヒアリング調査

石油及び石油関連製品の供給・流通の安定化等について

【交通･運輸】・自社タンクへの燃料供給は、以前より安定。供給調整（発注量の７割など）が引き続き生じている（バス）
・一部の事業者においてエンジンオイルが入手できないなど、ギアオイル、グリスを含めた油脂類の調達に不安（バス、タクシー）

【医療･介護】・一部の病院で灯油・重油の業者辞退での不落が発生したが現時点では灯油・重油ともに一旦の仕入れの目途は立っている（病院機構）
・衛生用品の受注が制限。現時点で不足等問題はないが、今後足りなくなる不安がある（福祉施設）
・手袋等で値上がりの連絡があった。品薄感があるが、極力備蓄はしないようにしている（医療施設）

【農業】・包装資材不足のため、フィルムの種類を減らし、インク資材の不足により包装資材の印刷は色数を減らして対応している（ＪＡ）
・資材の新規受付を制限する可能性があるとの連絡を受けている

【林業】・木材乾燥用ボイラー燃料の重油供給の滞りがみられ、一時的にグループ内で融通して対応(製材業)
・県外合板工場では、接着材の不足が見込まれることから減産に転じる動きがあり、県産材の受入れが制限される可能性もある（木材市場）

【製造業】・樹脂の成型機、金型の切削に使用する潤滑油が入荷できない。在庫は１か月分のみ。現状が継続すると生産できなくなる（プラ製造）

【観光業等】・大規模施設中心に重油が使用されているが、入手しにくい状況（宿泊業）
・石油系燃料を使用する公衆浴場では、営業時間の短縮などの対応している（公衆浴場）

【建設業等】・ユニットバスのほか、住宅設備は、全体的に納期が伸びている。塗料・塩ビ管・屋根ルーフィング等が手に入りにくい（工務店）
・発泡プラスチック断熱材が新規受注を停止。それに伴い繊維系断熱材の受注が増え、一部で新規受注を停止（建材商社）

            ・シンナーが３月末から納期が未定の状態。メーカーも急激な発注や原材料不足により、生産が維持できていない（塗装）

資材等の価格高騰について

【農業】・肥料は、中東情勢を踏まえて11月に価格改定が行われる見込み（ＪＡ）
・各種資材メーカーから原料不足に伴う値上げが予定されており、秋以降の影響が懸念（ＪＡ）

【製造業】・食品包装資材の一部仕入れ先から５月納品分から20％の値上げが示された（食品製造）
・樹脂材料の30～40％の値上げの連絡が来ている。（プラ製造）

【建設業等】・製造過程で多く燃料を使用する石油由来のアスファルトの価格が２～３割上昇（建設業協会）

石油及び石油関連製品の需給状況等に関するヒアリング調査を継続的に実施

・実施期間：３/23～計５回実施（最新５/12実施）
・対象者：交通・運輸、医療、福祉、製造業、林業、農業、建設（建築）等の業界団体、事業者 79者（５/12時点）
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１．国の対応状況等

1



中東情勢に伴う重要物資の
安定的な供給確保のためのタスクフォースについて

関係⾏政機関の緊密な連携の下、中東情勢に関する情報の収集・共有・提供を適切に
⾏い、エネルギーの安定供給の確保等を図るため、３⽉２４⽇に第１回「中東情勢に関
する関係閣僚会議」を開催。また、本会議の下に、中東情勢に伴う重要物資の安定的な
供給確保のための「タスクフォース」を設置。

※タスクフォース
メンバー
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「POWERR Asia」の下での原油調達⽀援

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 3



⾚澤⼤⾂および⼭⽥副⼤⾂の中東出張

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 4



⽇韓エネルギー安全保障・サプライチェーン強靭化協⼒

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋 5



原油の代替調達の動向

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 6



当⾯の備蓄⽅針について

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 7



緊急的な激変緩和措置について

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 8



ナフサ由来の化学製品の需給⾒通し

※2026年4⽉30⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第6回）資料より抜粋
9



ナフサ由来の化学製品の需給⾒通し

※2026年4⽉30⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第6回）資料より抜粋 10



需要側の過剰な発注が流通の⽬詰まりに繋がった事例

※2026年4⽉30⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第6回）資料より抜粋 11



ホームセンターにおける⼯務店等への協⼒依頼

※2026年4⽉30⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第6回）資料より抜粋 12



潤滑油の安定供給に向けた流通事業者・需要家への要請

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 13



潤滑油の安定供給に向けた取組の要請先

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 14



燃料の供給の偏り・流通の円滑化等への主な対応状況 令和8年5⽉20⽇時点

※下線は、5⽉11⽇時点からの更新情報

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋 15



燃料の供給の偏り・流通の円滑化等への主な対応状況 令和8年5⽉20⽇時点

※下線は、5⽉11⽇時点からの更新情報

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋 16



燃料の供給の偏り・流通の円滑化等への主な対応状況 令和8年5⽉20⽇時点

※下線は、5⽉11⽇時点からの更新情報

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋 17



塗料・シンナーの⽬詰まり解消対策強化について

※2026年5⽉12⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第7回）資料より抜粋 18



塗料・シンナーの⽬詰まりの主な類型

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋 19
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川中〜川下の流通過程における「⽬詰まり対策」の強化

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋



２．中⼩企業等への⽀援
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 2022年2⽉25⽇付けで設置した「ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談
窓⼝」を「中東・ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓⼝」に3⽉23⽇
付で拡充し、困難な状況に直⾯している中⼩企業者に対する資⾦繰りや経営に関する
相談を受付。

また、4⽉2⽇に「情報提供窓⼝」を設置。今般の中東情勢の影響を受ける燃料油や⽯
油由来の化学品・製品等の供給に関する情報提供を受付。

関東経済産業局 中東情勢関連対策ポータル①

関東経済産業局 中東情勢関連対策ポータル

https://www.kanto.meti.go.jp/chuto_josei.html

関東経済産業局ホームページ
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関東経済産業局 中東情勢関連対策ポータル②
「燃料油や⽯油由来の化学品・製品等の供給に関する情報提供」の受付

※⼊⼒フォームより⼀部を抜粋 23



関東経済産業局 中東情勢関連対策ポータル③
中東・ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓⼝
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【窓⼝機関】

■⽇本政策⾦融公庫（各⽀店） ■商⼯中⾦（各⽀店）

■各県信⽤保証協会

■各商⼯会議所 ■各県商⼯会連合会

■各県中⼩企業団体中央会 ■各県よろず⽀援拠点

■地⽅経済産業局 ■中⼩企業基盤整備機構

中東・ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓⼝

※各窓⼝機関の連絡先等は以下よりご確認いただけます。
（URL）
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/kokusai_josei/dl/madoguchi.pdf

中⼩企業庁ホームページ
窓⼝リスト 25



セーフティネット貸付（経営環境変化対応資⾦）の概要
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（参考）供給の偏り・流通の⽬詰まりの解消案件



28※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋

※下線は、5⽉11⽇時点からの更新個所
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※下線は、5⽉11⽇時点からの更新個所

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋
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※下線は、5⽉11⽇時点からの更新個所

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋
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※下線は、5⽉11⽇時点からの更新個所

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋
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※下線は、5⽉11⽇時点からの更新個所

※2026年5⽉21⽇ 中東情勢に関する関係閣僚会議（第8回）資料より抜粋
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※下線は、5⽉11⽇時点からの更新個所
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